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目標値 16年度 15年度
１回以上 ＥＵ、イギリス、ドイ

ツ、フランス、マ
レーシア、モンゴ
ル、カンボジア、イ
ンド、インドネシ
ア、フィリピン等と
協議を実施

ＥＵ、イギリス、フラ
ンス、カナダ、イン
ドネシア、タイ、ベ
トナム、フィリピン
等の情報通信主
管庁との間で政策
対話を行い、今後
の協力に関する意
見交換を実施

１回以上 ・第３回日中韓情
報通信大臣会合
（日本）を開催、協
力取り決めを改正
し、情報通信８分
野の一層の協力
推進に合意
・ＡＰＴアジア・太平
洋ブロードバンド
サミットに総務大
臣が出席、アジア
地域への貢献策
等を発表
・ＡＳＥＡＮ＋３電気
通信及びＩＴ担当大
臣会合に副大臣
が出席、アジア太
平洋地域への協
力について基調講
演
・4月、10月、3月の
OECD/ICCP会合
をはじめ、傘下の
作業部会会合、
ワークショップ等に
多数参加
・2004年10月にブ
ラジルにおいて開
催された世界電気
通信標準化総会
(WTSA)に参加

・第２回日中韓情
報通信大臣会合
（韓国）に総務大
臣等が出席、情報
通信７分野におけ
る協力取り決めに
合意
・ＡＰＴの理事会、
政策・規制フォーラ
ム等に出席し、ア
ジア・太平洋地域
の情報通信の課
題等について議論
を実施
・2003年6月から7
月にスイスにおい
て開催された無線
通信総会(RR)と世
界無線通信会議
(WRC)に参加
・2003年12月にス
イスにおいて開催
された世界情報社
会サミット(WSIS)に
総務大臣等が参
加

140万アク
セス

1,064,416 1,182,083

国際機関等における会議への
参画状況と成果及び情報通信
に関する意見交換の実施状況
等

二国間・多国間等の枠組みによる国際的な課題を解決するための協調
及び貢献

担当部局名

, 目標年度
二国間定期協議、政策対話の
実施状況と成果及び情報通信
に関する意見交換の実施状況
等

施策名

上位政策との関係(上
位政策目標への貢献）

主な指標の状況

グローバルな高度情報通信ネットワーク社会実現のためには、定期協議、政策対話等を通じて我が国の情報通
信行政の国際理解の推進や二国間における課題の解決等を図ることが重要である。また、共同研究や人材育成
など具体的な協力を実施することにより、各国の情報通信分野の発展を促進するとともに、アジアを世界の情報
拠点とし国際的なデジタル・ディバイドの解消に資することにより、我が国の情報通信行政の国際理解を図るとと
もに、グローバルな情報通信ネットワーク社会の実現への貢献を目指す。

総合通信基盤局
電気通信事業部　電
気通信技術システム

課
電波部　電波環境課
国際部　国際政策

課、国際機関室、国
際経済課、国際協力

課

14年度
アメリカ、ＥＵ、イギ
リス、ドイツ、フィン
ランド、スウェーデ
ン等と協議を実施

16年度

1,112,170

16年度

・モロッコで開催さ
れたＩＴＵ全権委員
会議の際、我が国
の提案で第１回日
中韓情報通信大
臣会合を開催、情
報通信分野におけ
る協力に合意

ＩＴ政策・制度支援ネットワーク
におけるアジア諸国からのア
クセス状況

16年度
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国際ＩＸ形
成のため
の技術の
研究開発
状況ならび
に電子商
取引プラッ
トフォーム
基盤整備
及び多言
語対応環
境確立等
に関する国
際共同実
験の進捗
状況とシス
テム等の
整備

平成15年度に引き
続き、国際IX形成
のための基盤的
技術の研究開発
及び日本と中国・
シンガポールとの
間でIPv6環境の国
際ネットワークを用
いたデジタルコン
テンツの電子商取
引、多言語環境対
応プラットフォーム
のための機械翻
訳技術、国際間の
バーチャルコラボ
レーション環境で
のデジタルコンテ
ンツの共同制作等
のアプリケーション
に関する共同研究
開発・実証実験を
実施

我が国とシンガ
ポール及び中国と
の間で、それぞれ
デジタルコンテン
ツの国際間電子商
取引と多言語環境
で有効な機械翻訳
共通インフラ構築
技術及びIPv6環境
におけるコラボ
レーションに関連
する技術について
いの実証を実施。
また、次世代大容
量国際IXの実現に
向け、性能用件等
を調査研究すると
共に、要素技術の
研究開発を実施

ICT分野の
人材育成
3,000人

７７５人
・アジア太平洋・中
東地域の各国を対
象に電子政府セミ
ナー、ワークショッ
プを開催、途上国
を中心に研修員を
招へい

７５９人
・アジア太平洋・中
東地域の各国を対
象に電子政府セミ
ナー、ワークショッ
プを開催、途上国
を中心に研修員を
招へい

事業名 15年度
電気通
信に関
する国際
政策協
議の開

7百万円

国際機
関等へ
の拠出
金の支
出等

272百万円

IT政策・
制度支
援ネット
ワークの
構築

11百万円

国際情
報通信
ハブ形
成のた
めの高
度ＩＴ共

1,200百万円

項目

概　　　　要

施
策
の

主な
実
施
手
段
の
状
況

予算執行を主と
するもの

8百万円

アジア太平洋電気通信共同体(APT)、
国際電気通信連合（ITU)、経済協力開
発機構（OECD）の情報・コンピュータ・
通信政策委員会（ICCP）、ESCAP（国
連アジア太平洋経済社会委員会）等に
拠出。

我が国とシンガ
ポールとの間で、
大容量の映像コン
テンツを安全かつ
容易に送受信可
能とする技術につ
いて、国際ネット
ワーク接続実験を
実施

11百万円

概　　　　　　　　　　要

14年度
8百万円

9百万円

585百万円

国際共同実験の実施状況

ＩＣＴ分野における研修やセミ
ナー等の実施状況

17年度

22年度

二国間で電気通信施策に関する意見
交換を行うことにより、電気通信をめぐ
る貿易問題や政策調整が必要な課題
について、摩擦回避あるいは国際協力
の推進を図る。

16年度

アジアをはじめとする途上国における
国家ICT戦略の策定を支援するため、
ウェブサイト(Do Site)により、我が国等
の政策、先進事例等のデータの情報提
供、各国のＩＣＴ政策立案担当者等から
の質問の受付等を実施。

国際IXに必要な研究開発及びアジア諸
国との情報流通促進のための共同実
験等を通じて我が国の国際情報通信
ハブ化を推進。

757百万円

277百万円

該当なし

291百万円

制度の企画･運
用を主とするもの
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項目
二国間
における
協議等
国際機
関等に
おける協

予 制 情

ＩＴ政策・制度支援ネットワーク（DO Site）については、毎年度アジア諸国等からのアクセスが
定常的にあり、有効性・効率性は認められるものの、アクセス数は目標をやや下回っている。
このため、アジア諸国をはじめとした諸外国からのアクセスをさらに増加させるよう、引き続
き、コンテンツの充実、情報交換機能の活用の活発化に向けた取組が必要。

国際共同実験については、目標達成に向けて着実に実施されているが、成果をアジア地域
へ普及させるための戦略等を踏まえた取組み、拡充が必要。

予

各国の事業者や消費者の負担軽減のため、引き続き電気通信機器に関する国際的な相互
承認を推進。このため、既に締結している欧州及びシンガポールとの間の相互承認協定（Ｍ
ＲＡ）を引き続き適確に運用するとともに、新たなＭＲＡの実施可能性の検討が必要。

引き続き、定期協議・政策対話、国際機関等の国際会議に我が国が積極的に参加し、政策
協調を図ることが必要。体制の強化について検討する必要がある。

アジア太平洋電気通信共同体（APT）、国際電気通信連合（ITU）、経済協力開発機構
（OECD）、ESCAP（国連アジア太平洋経済社会委員会）等に対し、資金・人材の両面から継
続的な貢献が必要であり、さらなる貢献の在り方を検討。

制

国際情報通信ハブ形成のための高度ＩＴ共同実験については、上記評価会において中間評価（平成16年12月）
及び年度末評価(平成17年3月)を実施し、施策の実施手段等に関する意見を伺ったところ、「各案件の成果を活
用して汎用的に利用できるよう検討する等、アジア地域へ成果を普及させるための戦略が必要」「国際回線容量
の拡充が必要」等の意見があり、その結果を評価の参考とした。

情報提供等を主
とするもの､その
他

概　　　　　　　　　　要

本施策に関する課題
等の状況

本施策に関する専門
家の意見等

本施策に関する主な
資料

途上国の自助努力によるＩＣＴ分野の発展を促進するため、さらにＩＣＴ分野の人材育成が必
要。各国のニーズに適したセミナーや研修等の実施が重要。

予 制

DO Siteホームページ：http://www.dosite.jp/

予 制 情

予 制 情

情制

予 情

情

　(業務改善への取組状況）
該当なし

OECDの各種委員会のひとつICCP（情報・コンピュータ・通信政策委員会）につき、委員会会合（原則年
2回）および5つの作業部会の会合（各作業部会につき原則年2回）、関連ワークショップ等へ参加。

電気通信を巡る貿易問題や政策調整が必要な課題全般について、摩擦回避あるいは国際協力の推
進を図ることを目的として、主要国を対象とし二国間で電気通信に関する国際政策協議を開催する。


